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今回発表の 

事業所や 

サービスの 

紹介 

当事業所では、福祉用具貸与、販売、住宅改修のサービスを提供しています。ま

た各種センサーや徘徊高齢者向けGPSの貸与、販売をしています。本実践は世

田谷区にあります、やさしい手用賀定期巡回随時対応型訪問介護看護事業所と共

同で実施しました。 

 

《１．研究(実践)前の状況と課題》 

介護保険のサービス利用者であっても、独居、

高齢者のみ世帯の介護力低下に伴い、「家族の代

替的」な「生活支援」は不足しています。本人

と家族の不安は次の通りです。「夜間、トイレに

いく頻度は多いと思うのでサービスに入って欲

しい」「トイレから立ち上がれなかった時どうし

よう」「転倒したら誰かが気づいて対応して欲し

い」「夜間睡眠はできているのだろうか」「薬の

副作用の影響はあるのだろうか」 

90 歳女性、要介護 5、パーキンソン病（ヤ

ール 3）、独居利用者の介護・医療サービスが入

っていない時間帯で、「トイレ回数」把握や、「転

倒」等で本人自らが声にできない状況を吸い上

げる為に、人感センサー、マットセンサー、緊

急呼出ボタンがインターネット経由でメールを

通報する仕組み（以下、IoT 機器）を導入。在

宅医療、定期巡回随時対応型訪問介護看護サー

ビス（以下、定期巡回）の連携を実践しました。 

 《２．研究(実践)の目的ならびに仮説》 

多種多様な IoT機器は存在していますが、機

器だけでは在宅生活継続の成果は出せません。

介護サービスと日常生活、疾患管理の記録から

在宅介護に有効なデータを検証し、混合介護で、

在宅生活継続に向けた改善提案を実施し、本人、

家族の介護負担、ストレス軽減のために、介護

職員による随時対応、随時訪問により要介護者

の在宅生活継続を実現します。合わせて介護、

医療の人材コストの削減の効果も見込めます。 

今後、様々な IoT機器を活用することで、例

えば自立や軽度要介護者に見守りと人的生活支

援と協働して顧客価値を提供することができる

と考えています。重度要介護者には、療養の支

援、疾患管理、家族介護負担軽減により在宅生

活継続と改善提案を更に進めていくことができ

ると考えています。 
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《３．具体的な取り組みの内容》 

IoT 機器を導入し、センサーの異常値通知メ

ールに対して、定期巡回による随時対応、随時

訪問を実施しました。21～0 時、0～3 時、3

～6時の3時間ごとに各センサーの反応回数と

最終反応時間を定期巡回オペレータ携帯、やさ

しい手にメール送信します。（ベッド生活が多い

ため、ベッド上センサー反応がない場合は「転

倒」の可能性が高い） 

異常発生時は、オペレータが電話し安否確認を

実施。状況により随時訪問を実施しました。 

また生活リズム、服薬変更後の動きの状態をセ

ンサーで把握し、統計をとり今後のサービス改

善提案に繋げました。 

 

《４．取り組みの結果》 

１．「夜間（21～6時）トイレ回数」：平均 1.2

回で、想定よりも少なかった。 

２．「睡眠状態」：0～6 時で、3 時間以上の睡

眠はよく取られていた。 

３．「トイレから立ち上がれない」の対応： 

トイレに設置した緊急呼出ボタンで、2 回呼出

あり、誤報 1 件と腹痛が続いて苦しいというこ

とで随時訪問をしました。 

４．「転倒対応」：ベッド上センサーの反応「0」

の時に 7 回随時対応。4 回 TEL で安否確認の

み。3 回 TEL で確認取れず随時訪問。転倒等

はなくベッド上でお過ごしでした。 

５．「服薬の影響」：メマンチン（メマリー）服

薬期間中に、動きが活発となり転倒がありまし

た。服薬中止後は日中の活動量が激減しました

が転倒が続きました。夜間睡眠状態に大きな変

化ありませんでした。 

 《５．考察、まとめ》 

１．「転倒が心配」に対して、データに基づいて、

睡眠を妨げる夜間のサービス導入は見送られま

した。また体調不良、行動異常が続いた期間は、

必要なサービスを追加できました。 

２．身体的、心理的不安で自ら発信が出来なく

とも、IoT 機器からの異常通知に対して、効果

的に随時対応、随時訪問を実施できました。 

３．生活リズムや動きを読み取ることで、薬の

効果を確認し、投薬コントロールの参考データ

となりました。 

介護記録と IoT機器情報を多重利用すること

で、在宅生活継続の結果が出ました。IoT 機器

利用による生活支援サービスに期待できます。 

 

《６．倫理的配慮に関する事項》 

本実践発表を行うにあたり、ご本人とご家族

に口頭、書面にて確認をし、本発表や事例とし

て使用すること、それにより不利益を被ること

はないことを説明し、同意を得ています。 

 

《７．参考文献》 

「ニッポン一億総活躍プラン」介護離職ゼロの

実現 （平成 28年６月２日閣議決定） 

 

《８．提案と発信》 

１．高齢者世帯でインターネット環境のある自

宅は少なく、また IoT機器はまだ高額です。必

要な時、すぐに使える仕組みが重要です。 

２．本人から発信できない異常時を IoT機器が

通知した後の随時対応能力が向上すると、在宅

生活継続が実現できます。また定期巡回の報酬

には随時対応、随時訪問が含みますが、指定訪

問介護にも報酬がつくことに期待します。 

３．IoT 機器により、訪問せずに日常動作やバ

イタル数値が分かります。医療、介護の適切な

対応で、コストが下がることを実証します。 

４．情報蓄積から予後予測を行い、重度化防止

提案を行い、結果的に社会的コストが下がるこ

とを実証していきます。 
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